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政 府 予 算 決 定 論 覚 書
一R .A.マ ス グ レ ィヴ の 所 説 に つ い て 一
早 見 弘
1
財政 におけ る予算の意義は,財政の主体である国家公共団体の政策担当者が,
いかなるイデオロギーに もとついて政策を実施す るかを問わず,財 政経済の客
観性を保障す るものとして認められて きた。予算に計上 された歳入 ・歳出は,
一切の政治的粉飾を棄てさった貨幣金額として現れ,当 会計年度における政治
を資金的に具体化 した ものと考えられ る。 予算を伴わない立法行為を除いて,
政策を施行す る場合に,予 算は以上のよ うな意味において,政 治の枠を示して
い ると云えるであろう。ある国家活動を新たに起 し,あ るいは既存の行政サー
ビスを拡大しよ うと意図して も,財 源調達を伴わなければそ れ は無 為 に 等 し
い。また他方では,多 数の政策的要求が,「 予算の枠」 とい う言葉に隠れて挫
折を余儀な くされ ることも事実である。 しかしたとえある租税措置 ・経費支出
が特定の業界あ るいは社会集団に利益を与えたとして も,形 式的には政府政策
の実施上有効かつ必要 と認められて こそ,予 算に計上されるのである。
このよ うな予算について,こ れまで財政学はい くつかの聞題 をもちなが ら予
算論を展開して きた。たとえば伝統的財政学では,予 算の編成 ・議決 。執行 ・
決算を含めたBudgetCycleの制度的解説 と,そ の過程のなかで作用する予算
ほ ク
の機能および予算原則の確立が問題となったし,他 方予算に計上 された歳入 ・
歳出が実質的にいかなる国民経済的な均衡を実現するか とい うFiscalTheory
(1)拙 稿,「 ア ド ル フ ・ワ グ ナ 一ーの 均 衡 予 算 論 」 商 学 討 究9巻2号(昭 和33年11
月)P.35ff.
Cf.FritzNeumark,"TheorieundPraxisderBudgetgestaltung,"Handbuch
derFinangwissenschafthrsg.vonW.GerloffundF.NeumarkBd.1(TUbi・
ngen:J.C.B.Mohr,1952)S.554ff.
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の問題 もあった。極 めて大胆な表現を用いれば,前 者は立憲的民主政治を予算
制度のなかで実現 し,官 僚の恣意を排除 して均衡 予算の鉄則を維持しよ うとい
う要求が顧 られ るであろ うし,後 者は1930年代の不況に直面 して,国 民経済の
均衡化要因としての財政の役割を,赤 字予算の理論的承認 に ホっ て力 づ け ら
れ,高 度の資源利用の維持をはかることを目的としていたといえよう。Fiscal
く　 り
Theoryに も と つ くス ウェー デ ン に お け る 二 重 予 算 制 度 の 実 施 お よ びJ.R.ヒ 。
ぐヨ 　
クスの予算改革の提案などは,伝 統的予算制度に対する新 しい理論的挑戦であ
ったといえよう。
しかし予算論は これまで伝統的取扱いであれ,あ るいは二重予算論また 近
コ セ
のPerfor皿anceBudget問題で あれ,い ちじる しく制 度的 ・法律的な側面を も
っていた ことは争 えないよ うに思 え る。 もとよ り予算制度 は,新 しい改革 を要
求す る立場 に引継 がれて問題 とされ るほど,そ の背後に理論 の問題 があった こ
とは否定で きない。だがあ る理論 を実践 に移す には,い かな る機 構あるいは制
度 を必要 とす るか が問題 とされた限 りにおいて は,予 算論 は制 度的 ・法律的に
な らざるをえない性格 を もっていた といえる。 この よ うな従来の 予算論の聞題
に対 して,わ れわ れは 比較 的最近にいたって予算規模の国民経済に与 える経 済
的影響 を理 論的 ・実証的に取扱 う態度 が現れて きたの をみ る ことがで きる。 た
とえ ばコー リン ・クラー クは,国 家 予算規模 と国民所得の比 率 を世界主要諸国
について年次別 に実証比較 し,予 算 は国民所得 の25%に 止 るべ きことを示 し
くの
た。25%とい う限定 は,こ れ以上 に予算規模 を拡大 した場 合,多 くは イ ン フ
(2)FritzM.Marx,"TheDividedBudgetinScandinavianPractice",National
Taxlournal,vol.VIII(1955)no.2,pp.186-200.
UnitedNationsDepartmentofEconomicAffairs,Budgetar]Struetureand
Cla∬ificationofGovernmentAlcounts(NewYork:U.N.Publications,1951),
p.68ff.
,Government∠4ρ`oz6π∫`π9andBud8etExecution(ibid.,1952),P.60ff.
(3)JohnR.Hicks,TheProbtemofBu4.getaZ7Reform(London:OxfordUniv.
Press,1948).
(4)JesseBurkhead,GovernmentBecdgeting(NewYork:JohnWiley&Scns,
Inc.,1956),p.133ff.
木 村 元 一,近 代 財 政 学 総 論(昭 和33年),pp.120-123.
(5)ColinClerk,"PublicFinanceandChangesintheValueofMoney,"
Economiclournal(Dec.1945),P.375ff.
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レイシ。ンに見舞われるい う経験か ら明 らかにされたものである。しかしなぜ25
%に 限定 され るのか。 この問いに対する理論的解答は与えられていない。木村
元一教授は 「財政規模論」 とい う新 しい問題領域を取扱った論文において,財
政規模の統計的測定および 国民所得あるいは国民負担能力との相対的比較の困
難性を指摘 され,財 政規模とい う概念構成の目的がいまだ明確になっていない
ピの
と述べてお られ る。
予算論の制度的 ・法律的取扱いにせ よ,予 算 規模の経済的帰結 を追求す るに
せ よ,予 算 には雑 多な政治的要求の妥協 がはか られ,予 算 に計上 されな くては
一切の政策がな しえない と考 える限 り,予 算 は財政理論 の出発点で あ り,帰 着
点で もあろ う。 この場合,予 算 には国家経費の配分お よび その財源調達 として
の租税配分 と公債牧入 を含む。 これ らの一 つ一 つ を切離 して各論的に取扱 うこ
ともで きるので あるが,最 終的 には政策担当者 が この経 費配分 を可 とし,あ の
租税配分 を是 として 予算 に計上 しなければな らぬ意 味において,予 算 の綜 合的
検討 が問題 とな り うる。われわれが ここで取上 げ,そ の思 考過程 を解説 したい
と思 う もの は,RichardAbelMusgraveの近著TheTheoryげP訪 砒
Finance.'AStudyinPublicEconom"(NewYork:McGraw司HillBookCo.,
111c.,1959)の第一部 であ る。以上の よ うな予算論 の諸問題 と,わ れ わ れ の 予
算 に対す る考 えか らみ ると き,マ スグ レ ィヴの 予算の綜合的決定論 は,予 算の
制 度的解説 には全 くふ れると ころはな く,純 粋 に理論的問題 として,「予算政 策
ぐの
の基本問題を取扱 う一般的構造」を示そ うとしている。 予算はいかなる目的を
満たそ うとして,租 税および経費を操作するのか。 国民経済の要求 と財政手段
は,国 民所得の枠内でいかなる 相関関係を もって最適状態に決定で きるのか。
これ らの問題が,同 時決定論ではあるがマスグレ ィヴの輝かしい著作の第一部
において取扱われている。財政の制度的 ・歴史的処理 も決 して重要でない,と
い うことではない。 「……社会的 ・歴史的背景の理解は,財 政政治の決定を解
釈するために必要な ことである。 これと同時に,財 政問題は経済分析によって
(6)木村元一.,「財政規模論」高橋 ・林編 近代財政講座 第1巻(昭 和32年),pp.
17--42,
(7)R.A.Musgrave,TheTheo(70fpublicFinanre:AStud"inpublic
Economp(NewYork:McGraw・Hi】lBookCo.,Inc.,1959),p.vii.
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ご　　
も取扱わねばな らない」。 財政問題に経済分析を応用することは,国 際貿易に
経済分析 を適用 して成功を もたらしたの同じく,財 政問題の処理に精確度を加
え.財 政の経済分析によって,英 知ある政府活動の理解を深 め,経 済学者はこ
の理解を助けることによって,よ りよき社会のために貢献する ことになるであ
ろう。しかしよりよき社会の構想は価値判断の多様性を含む。経済学者の役割
は,こ の場合科学的したがって客観的な解答を求める ことを目的 としている。
マスグレィヴは序文においてこの ような意味の言葉をのべて,理 論的処理の意
図を明らかにしている。
彼自身以下にのべる予算の綜合決定論の手法 を最初に規定した諸条件にもと
ついて 「最適予算計画を決定し,そ れがいかにして達成 されるかを検討し」 こ
ぐ　 ノ
れを 「公共家計の規範理論または転適理論」と名づける。 ここに云 う最適ある
いは規範とは,な にを基準として云われるのであろうか。基本的には自由資本
主義経済における競争的価格機構が,生 産物 ・生産要素の需要と供給を極大利
益の状態で一致 させるように作用することを指 している。 自由競争の もとで価
格機構一 マスグレィヴは価格 を支払いえない者が交換に参加しえないとい う
ごユの
意 味で,こ れ を排除原理(ExclusionPrinciple)と呼ぶ の果す役 割は大 き
い。 しか し財政取 引には排除原理 は適用 で きない。 政府 サ ービスの供給は国民
すべて が均 等に消費す る もので り,あ る消費者 が対価 を支払 って 他の消費者の
需要 を排除す る ことはで きないか らで ある。 この ため政府 サ ービスの資金 は強
制 によって,す なわ ち価 格支 払い とは異質的な一方 的決定で ある租税 に よって
調達 しなければな らない。 しか しこの場 合,価 格機構 が営む と同 じ作用 を もっ
て,租 税徴牧 と政府サ ービスの供給=経 費支出 とは国民経 済 において 消 費者需
要 を過 不足 な く満 た さねばな らない。 おそ よ最適あ るいは規範 といわれ る状態
は,以 下 にのべ る ことか らも明 らかにな るで あろ うが,こ の よ うな意味 を もつ
と解 される。
もとよ り資本主 義経済 におけ る国家,す なわ ちシ ュムペ ーターの 表現 を用 い
(8)1bid.,P.v.
(9)Ibld.,P.4.
(10)Ibid.,P.9.
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るな らば,租 税国家の体制の もとにおいては市場価格機構にょって実現 される
筈の最適状態に,国 家が租税および経費支出を手段 として介入する場合には,
その社会の もつ政治的価値判断が入 り込む ことは否定で きない。 したがってマ
スグレィヴも,彼の規範的 モデルと名づける以下の方程式体系は,そ の社会が
与える政治価値あるいは社会価値に依存する要素を含んでいることを注意して
いる。 これは国民所得 にしめる政府支出の比率,最 適分配状態の判断などが,
租税 と経費支出の規模を決定する前提として現れている。政治価値あるいは社
会価値に依存するとい う規範的モデルは,し かしこれ らの価値判断を与えられ
たものとして,す なわち 「最初に規定 した諸条件」 に価値判断が下されたもの
として構成 されることになる。
ここで与件として取扱われる価値判断は決して社会的に分散 したものではな
い。 「公共経済の行動に適用される原理 。規範的行動様式には,単 純な一組の
原理は存在せず,格 一的な規範的行為順則などは存在 しない。 むしろわれわれ
は相互に関連はしているが,別 々の解答を必要としている多数の相異る諸函数
し　 　
に直面している」。 この多様な財政の行為順則のなかか ら,極 めて単純化した
三っの予算政策の目標 を選択するのであるが,こ の三っとは(1}資源配分の調
整(2)所得および富の分配の調整(3)経済安定の確保,こ れである。 この三目
標を同時に満たすために,一 目標の充足には他の二目標が満たされたもの とし
て取扱われる。政策の選択にとって,こ の三目標を追求する場合に,わ れわれ
はマスグレィヴの手法 を欺終的に決定づけている客観的 な判断基準を追求せ ざ
るをえない。マスグレ ィヴのあげた予算政策の三 目標は,予 算政策の目標とし
て必要かつ充分な ものであろうか。彼の意図は第1,第2の 目標の設定におい
て,財 政学の伝統的問題領域であった公共欲望の充足お よび所得再分配機能 を
取扱い,第3の 目標において ケインズを創始 とするfiscalpolicyの経済 聞題
を取扱 うことにおいて財政学の新旧諸理論の綜合と体系化を 目指す ところにあ
るといえよう。だがここで取上げた予算政策の三 目標は,こ のような財政学上
の新旧理論の綜合的体系の把握 とい うほかに,公 共的 ・国家的なもの としての
財政の性格 を,厚 生経済学による社会的評価の形成分析に裏付けて 用いるもの
(11)Ibid.,p.5.
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である ことを顧ることがで きる。 社会的厚生函数の構成は きわめて形式的であ
る。しかし形式性のゆえに価値判断を排除で き,ま たは厚生諸要因の加重 も可
能である。 ここで選ばれた目標 も実は こうした分析の結果,社 会的にその追求
と実施を承認 された ものとして取 り上げ られているといえるであろ う。 そして
三目標の追求を科学的 ・客観的に分析するとい うことは,そ れ自身合理的な価
くユの
値態度を含んでいるが,こ れは批判を許 さないとい う独判ではない。
本稿は上述のよ うな予算論の諸聞題か らみるとき,マ スグレ ィヴのユニーク
な独想性を示している予算の綜合的決定論を紹介 し,そ の特色を把握 したい こ
とを意図している。
皿
近代資本主義を流通論的 にみるな らば,そ れは政府部門と民間部門とが互に
交錯 しあって,所 得 。雇用量 ・物価水準などの経済諸量を決定している,い わ
ゆる混合経済組織を構成す る。この組織のなかにあって,政府の貨幣牧支をめ ぐ
って生ずる問題は,伝 統的に財政と呼ばれて きた。 財政は貨幣牧支を問題 とす
るか らといって,貨 幣 ・金融および資本市場などを直接取扱 うものではない。
マスグレィヴは ここで 財政学の 問題 領域を つぎの ように規定 する。 すなわち
「資源配分,所 得分配,完 全雇用および物価水準の安定と 〔経済〕成長が問題
である。……より正確にいえば,政 府予算の作用のなかで生ずる 経済政策の上
ほの
記諸側面の研究がわれわれの課題 と考えなければな らない」。 この政策的ある
いは規範設定的な財政学の問題規定は,財 政における政治的性格を含 むもので
ある、 しかし財政政治(fiscalpolitics)の解明は,財 政政治 の社会学の 分野
に譲 り,本書では経済理論に依拠した予算政策の分析が申心課題 となる。
ここで予算政策の綜合的分析のために,も っとも効率的に予算政策の決定が
行われている仮想国家の財務省を想定する。 この国の財務省の予算政策の目標
は,{1】資源配分の調整,(2)所得分配の調整,麟 経済安定の達成の三っで
ある。この目標を充足するために,予 算牧支の調整が手段となる。この予算が
(12)山 田 雄i三 ・久 武 雅 夫 編,社 会 的 評 価 の 研 究(昭 和32年),p.9.参 照 。
(13)Musgrave,ψ.c;t.,P.3.
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果すべ き目標の峻別は,マ スグレ ィヴの財政学の問題規定か ら導かれる。 ここ
に予算牧支とは,政 府支出に公共欲望充足のために 財貨用役の購入を示す実質
的経費(purchases)およびtaんに貨幣額の移転を示す移転的経費(transfers)
を含み,牧 入に強制的徴牧である租税のみが含まれる。 そして三 目標を追求す
る財務省には,各 々の目標を自己の管轄 とする各部門がこれにあたる。 すなわ
ち,資 源配分の調整を目標とする 「資源配分部門」は,こ のためにいかなる調
整を必要 とするか,そ の費用を誰に負担させるべ きかを決定し,そ の手段とし
ていかなる牧入 ・支出政策がとられるべ きかを決 めなければならぬ。 所得分配
の調整を目標とする 「所得分配部門」は,意 図したあるいは 「適切な」 分配状
態を達成するためには,い かなる財政措置が必要かを決 め,ま た経済安定化す.
なわ ち物価水準の安定 と完全雇用の維持,お よび両者がともに満 されている場
合には,物 価水準の変動 を防 ぎ,失業の発生を抑えなが ら経済の 成長を達成す
るために,「経済安定化部門」はいかなる牧支対策を講ずべ きかを役割とする。
この ように予算政策は,三 つの独立 した目標が,そ れぞれ独立 した部門によ
る計画立案の結果を綜合 して構成 される。 ここで独立したとい う意味を明確に
するな らば,各 部門政策の決定にあたって,あ る部門は他の二つの部門におけ
る目標が,充 分に達成 されたものとして,自 己の部門計画を立案決定すること
を示す。したがって方法的にみれば,各 部門の部分均衡論が極立った理論的牲
格を示 している。最終予算えの綜合は,各 部門牧支の単純な加算過程にす ぎな
い。そして綜合予算の決定過程 に顧 られるものは,会 計年度にわたる異時的均
衡ではな く,まった く同一期間内に三っの部門予算 が決定 される同時均衡論で
ロの
ある。のちに示すよ うに,同 時均衡 として成立する最適 予算計画は,そ の計画
立案の初期条件として,い くつかの構造係数を 与えられたもの≧ し,ま た国民
所得規模とその公私両部門における構成比 も,一 応与えられた ものとして立案
され る。 この無時間的な理論構成は,第 三部 「予算政策への調整」における租
(14)こ こで私 は,J・R・Hicksが,E。Lindahlに よ る経 過 分 析,す な わ ちex・
ante,ex-postの経 済 諸 量 の修 正 的 異 時均 衡 が ,財 政 の 分 野 に 適 用 され う る とい う
重 要 な示 唆 を 想 起 す る こ とが で きる。 理 論 的 新 展 開 の た め の有 力 な 示 唆 で あ る と思
う。Cf・JohnR・Hicks,"MethodsofDynamicAnalysis,"25Eeonomic
EssaysinHonourofE。Lindaht(Stockholm、=EkonomiskTidskrift,1956),
p.142.
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税転嫁論において も貫かれているが,い ま ここで示そ うとしている予算の綜合
決定論において,異 時点における予算規模の変化および上記三部門が予算規模
の変化に相応ずる牧支対策の推移を 語ろ うとするならば,そ れは,比 較静学的
(15)
手法 をとらざるをえないであろ う。予算規模や課税水準および政府支出水準の
段階的な変化をい くら積重ねて も,財 政活動が歴史的時間の うちに示した変化
とはな りえない。 この ことは換言すればマスグレィヴの方法が,純 粋に理論的
であることを物語 ることにほかな らない。 ちなみにいえば本書においては図お
よび表が用い られていて も,そ れは仮設例によるものであって,観 察可能な資
料に もとつ く数字は一つも用い られていない ことを顧みて も,上述の性格が一
貫 していることが理解 されよう。
いま予算政策の 目標となった資源配分 ・所得分配および経済安定化の 各々は
仮想国家の財務省の機能 として,い かなる理由に 支えられているであろうか。
この問題は三部門の牧支措置の限定であると同時に,近 代資本主義国家におけ
る財政の役割とその性格を取扱 うものとみてよかろ う。
〔1}資源配分部門 この部門の機能は伝統的に,公 共欲望の充足を行 うこ
とを目的として きた。 だが公共欲望概念にまつわる超越的 ・政治的性格は,こ
ぐ　 ノ
の概念の内容をい ちじるしく規定の困難な もの として きた。 マスグレ ィヴは こ
の弊害をさけて,厚 生経済学における政策規準の設定を背景において,市 場価
格の最適資源配分機能か ら公共欲望論を展開 している。
すなわち,「い くつかの条件 さへ満たされるな らば,市場価格機構は最適な資
ぴの
源配分を保証す る」。 この命題は完全競争市場における一般均衡状態が もた ら
す資源配分の最適状態をさす ものと考えられる。 すなわちこの場合には,限 界
社会利益 ・限界生産物価値 ・限界私的牧益 ・限界私的費用 ・限界生産要素価値
お よび限界社会費用のすべてが相等しく,そ れ らの均等の間に生産された財貨
の最適配分 ・販売 される財貨の完全競争 ・利潤極大 ・購入 され る生産要素の 完
(15)Musgrave,op.cit.,p.209.
CarlS.Shoup,``TheTheoryofPublicFinance:AReviewArticle,"
AmericanEconomicReview(D㏄.1959),p.1020.
(16)木 村 元 一,近 代 財 政 学 総 論,PP.31-39.
(17)Musgrave,op.cit.,p.6.
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全競争および以上四つの均等が満されたな らば代替的にいつれの用途に 生産要
く　 　
素が用い られても限界生産要素価値 と限界社会費用の均等は保証 される。 この
状態においては,財 政が介人して資源配分の修正を行 うことはと うてい考えら
れない。だが以上六つの諸限界量が一致 しなかった場合,そ こには最適な配分
は実現せず,なん らかの公共政策を用いて調整を必要 とする。 マスグレィヴはこ
こに,制 度的独占の存在 ・生産費逓減をともな う生産要素と生産工程 の過剰状
態の発生,そ して最後に外部経済 もしくは外部不経済の発生の三つをあげ,こ
れ らの場合に財政による修正行動の必要が生まれるとい う。 「しかしこれ らの
私的欲望の充足は,多 くの場合市場にまかせて最上の効果 がえ られる。 〔財政
による〕修正行動は,そ の不能率の性質 と深刻 さにしたがって望まれ もし実行
もで きるであろう。しかし実施 された修正行動には,多 かれ少かれ限界がとも
ロ 　ノ
なってい る」。
政府活動の限界は市場価格機構が完全に上述の最適状態を達成 し うるように
民間部門を誘導し,そ して最適状態が実現 しえたときにいたって 政府の資源配
分修正行動は終焉する。したがって政府活動には,無 活動か ら限界まで弾力的
な行動範囲があるとい うことになる。 この範囲内において政府活動が必要とな
る事態,こ れが公共欲望概念の背景をなしてい るといえるであろう。 マスグレ
ィヴは公共欲望と呼ばれる社会構成員の,政 府による資源配分調整の 必要形態
を社会欲望(socialwants)と価値欲望(meritwants)とに区別す る。社会欲
望 とは,私 的生産物と社会的生産物の全面的乖離が発生 した場合,個 々の社会
構成員はエ、適状態において享受 しうる牧益 ・効用を補償 しえない。 このためあ
くまで個人の選択函数に基礎をおいて,こ の全面的に現れた私的生産物 と社会
的生産物の乖離を,個 々人が均等量つつ充足 しえて乖離部分が補償 され,最 適
状態において満たされたと同等の牧益 あるいは効用状態に 達す る ことがで き
る。このような欲望を社会欲望とい う。 社会欲望は個 人の選好表に基礎をお く
とい う意味では,私 的欲望 と全 く異質的な ものではない。 そこにあるのは程度
(18)AbbaR.Lerner,TheEconomicsofControl(NewYork:Macmi]lan,
1944),chap.2&pp.76--7.
(19)Musgrave,op.cil.,P.8.
一76一 商 学 討 究 第11巻 第1号
ごヨい
の差だけである。だが社会欲望の充足には社会構成員すべてがその享受を与え
られるため,個 々の成員が価格を支払ってその袖償用役 を購入す ることは不可
能である。 したがって政府は社会欲望を充足するために必要な財貨 ・用役の費
用を調達す るのに,価 格支払による財貨 ・用役の私的獲得とは対極的な,一 方
的費用調達手段すなわち租税 を もって これにあて る。 この場合租税徴牧 による
民聞の支出削減によって開放 された財貨 ・用役は,政 府の租税牧入によって購
入され,こ こに社会欲望充足のための資源配分の調整が実現 され る。 この場合
「所得分配部門」によって適切な所得分配状態が保証 され,「経済安定化部門1
によって完全雇用水準が実現 されることを前提としているため,「 資源配分部
門」は与え られた資源存在量を公私両部門で分けあ うこととな り,生 産無差別
曲線上の一点において民間による私的財貨の生産 と対応することになる。 この
条件をみたそ うとするには,'「資源配分部門」の予算が牧支相等しく均衡 して
いなければな らない。この部門の支出は,租 税によって開放された民間の財貨
・用役を購入す るため,実質的経費に限 らな くてはな らない。 一方 この部門で
徴牧する租税 は,逆 進的 ・比例的あるいは累進的租税 構造の うちいかなる形態
をとりうるであろ うか。マスグレィヴは租税原則論に先立つ 第一部においてつ
ぎのよ うに解答する。租税配分は資源配分目的のためにその牧入を支出す る場
合に,適 切な所得分配状態の もとにおける個人が社会欲望に 対 していかな る評
個 を与えるかに基礎をお くため,租 税 構造は社会欲望の 所得 弾力性に 依存す
る。その係数 が1に なる傾向を もつと,租 税構造は比例的とな り,1以 上な ら
累進的,1以 下であれば逆進的となるであろう。 この部門での租税構造の処理
は,所 得分配の調整のための累進的租税構造とは明確に区別 して おかな くては
な らない。
もとより上述の個人的選好表に順拠 した社会欲望が,政 府の実質的経費によ
って満される過程には,問 題がないわけではない。 いかなる社会欲望を,個 人
が集団的に表明しうるか,そ の充足範囲はいかなる領域に限 るべ きか,さ らに
(20)こ の 社 会 欲 望 は,H.Ritschlが集 合 欲 望(Kollektivbedttrfnis)と名 づ けた も
の に 等 しい で あ ろ う。 リ ッチ ュ ルは 太 来 の 公 共 欲 望(GemeinbedUrfnis)が,個人
欲 望 に 分 解 で きな い こ と を強 張 した 。 木 村 教 授,前 掲 書,p.33参 照 。
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資源配分の転換を可能ならしめる租税は,社 会構成員にいかなる基準によって
配分 させ るかなどの諸問題は,未 解決のまま残 されてい る。 ここで指摘しうる
のは,こ れらの問題の解決には価格による排除原理 がそのまま適用 しえないと
い うことであ り,こ れに代って純粋に民主主義的な政治機構がな くてはな らな
いとい うことである。したがって これを価値判断の視点からみれば,社 会欲望
の充足には普遍主義の立場ではな く,個 人主義の立場をとることにほかな らな
い。理論の手法か らみて もマスグレ ィヴの立場には,個 人主義の立場が一貫 し
てお り,そのために個人と集団の関連が公共性を もつ財政には 不可欠の解答必
要事項となる。彼は この関連をK.Arrowによるvotingprocessの検討で答
えている。しかし本稿では個人が社会欲望を評価 し,そ の集団的決定機構の存
在を前提 としていることを指摘してお くに止 めよう。
社会欲望が消費者主権の原則に従 うのに対 して,公 共欲望の他の一つ型,価
値欲望は消費者の選好表に対 して,政 府が直接的千渉 を行 うものである。 すな
わち市場機構によって満たされる欲望の うち,社 会的にみて 「きわめて価値あ
るもの」と考え られるものは,個 人の選好を無視して政府がその欲望の充足の
ために資源を配分す ることがで きる。 たとえば学校給食 ・補助金給付の低家賃
住宅 ・国公立の無料学校教育および これ らと逆に酒類に対する罰金的課税など
(21)
がこれにあたる。価値欲望の充足を行 う政府の行動は,社 会欲望の充足を行 う
個人主義的立場にある政府行動 と,一 見矛盾す るか もしれない。しかしたとえ
ば教育行政給付が生徒の個人的知識欲を満たすだけでな く,す べての人がより
文化的で健康な社会に生活 しえたな らば,そ れは個人の満足に止 るよりもより
高度な社会進歩をなしうるであろ う。 それゆえ価値欲望に属すると思われ るも
ので も,本質的には社会欲望の要素を含んでいるであろう。 いかなる欲望を社
会的に価値あるものとみなし,そ れを予算に もりこんで充足するかは,民 主主
義社会における政治的指導者の役割である。 しかしこの指導者は独裁的ではな
い。彼 らの背後には特定の価値欲望の充足を要求する一群の集団がな くては,
指導者といえどもよく実施し うるものではない。 したがって価値欲望は政府の
(21)この価値欲 望は,リ ッチ ュルが,参 与的 な公共欲望 と名づ け た もの に 妥 当 す
る。前 掲書,P.29.
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渣 接的干渉であ るといつて も,そ れは 「価値欲望の 目的 その もの があ る人,お
ゆの
そ らく多数派による,他 の人々の欲望形態えの干渉なのである」。
「資源配分部門」は社会欲望 ・価値欲望に区別 される公共欲望の 充足のため
に,租 税 ・実質的経費を手段として資源配分の調整を行 う。 この部門の予算 は
上述の意味において均衡 していなければな らない。
t2)所得分配部門 資源配分部門の予算決定にあたって,意 図したあるい
は適切な分配状態がすでに存在しているものと仮定 していた。 分配状態を与え
られた ものとしなければ,各 人は私的欲望であれ公共欲望であれ彼 らの選好を
有効需要の形態に表明しえない。 また与え られた分配状態が適切な ものでなけ
れば,そ の状態の もとで各人が表明する有効需要の形態は効率的な 資源配分を
もた らすかどうかは不明である。 所得分配部門の役割は この適切な分配状態を
決定 し確保することにある。
これまで分配部門の目的とする適切分配状態の決定は,資 源配分 目的とな ら
んで伝統的な財政政策の目標であるとされて きた。 しかし分配状態の適切さの
判断は,決 して一義 的に社会構成員の同意を得 られるものではない。 所得分配
の平等を適切状態と同義語 として も,平 等あるいは不平等についての社会哲学
や個人の選好は,い くたの解答が与え られる。 「しかし一定の限度内で,い か
なる時いかなる場所で も,基本的な問題 については 多少とも広汎かつより受け
ダお う
入れ られ る社会慣習があるように思える」。赤ん坊に ミル クを与え,老 人と極
貧者には保護 を与えるべ きだとい う社会的通念は,分 配状態の調整を政府に要
求する支柱となるであろ う。 だが社会慣習だけでは経済的に分配部門で牧支手
段を用いて調整する平等目的とはな りえない。 所得金額の平等 ・所得によって
与え られる経済的厚生の平等 ・機会均等などいつれをとった として も一義的な
周意はえ られない。た しかに最 も一般的に受け入れ られた基準は所 得であるよ
うにみえる。しかし所得す らもその概念規定は必ずしも明確ではない。所得は
税法上では人に則した概念であって,給 与 ・利子 。地代 ・配当などを綜合して
個人の帰属 となった ものを示すが,そ のなかには政府による移転所得は含まれ
(22)Musgrave,op.cit.,p.14.
(23)1bid.,p.18.
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ずまた配当 ・資本利得を個人所得に算入す るかどうかについて租税論の 問題が
く　の
ある。ただ 「所得の妥当な定義は,垂 直的意味における公平の達成一 すなわ
ち 〔人々の〕相対的状態 を調整するような租税と移転支出の 計画のために重要
であ り,ま た水平的意味における公平の達成一 すなわち同等な状態にある人
ピヨさラ
々を同等に取扱 うことのために も重要なのである」。 とい うの も近代経済社会
における所得発生の分化は,所 得分配の調整,よ り具体的には所得課税の公平
にとって極めて複雑な処理を必要としているか らである。
以上のように適 切分配状態の内容と判断は,一 義的に決定 しえない ものであ
る。マスグレィヴは明確にどれを適切と認めるかは価値判断の問題とし,む し
ろ意図 した状態が政治的決定 をみるまでの手続 きを説明してい る。適切 と認め
られる社会的信認を決定す るには,政 治的平等を必要とし,そ れは投票権の平
等分布によって保証 されなければならない と。
所得分配部門では適切分配状態の達成のために,租 税および移転的経費支出
を調整手段 とする。移転支出は負の租税 と考えてよいか ら,正 負の租税 が手段
となるといってよい。徴牧 された租税は,完 全雇用状態が経済安定化部門によ
り達成 されていると前提 されているため,そ れ と同額が移転的経費 として支出
される。したがって この部門の予算 も均衡する。 分配部門の経費は,資 源配分
●
の最適状態を擬乱しないため,実 質的経費であってはな らない。 同じ く分配部
門で徴牧され る租税は,配 分部門の租税 が社会欲望の所得弾力性に応 じて 逆進
・累進 ・比例的な租税構造をとるのに対 して,意 図した分配状態にしたがって
累進的または逆進的租税構造をとりうる。 したがって同じ累進的租税構造とい
って も,その目的は両部門で異 り,これ を厳密に区別しなければならない。正
負の租税によって達成 された適切分配状態は,社 会の所得か ら分配部門が賦課
した租税 を引 き,これと同額の移転支出を加えたところの,所 得配分比の変化
で示され ることになる。
〔3}経済安定化部門 この部門は経済安定化の内容として 安定的物価水準
(24)拙 稿,「 所 得 税 の近 代 性 に つ い て 」商 学討 究
pp.80-81.
(25)Musgrave,ψ.cit.,pp.20,&160.
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の もとで完全雇用所得水準 を維持す る ことを目標 とす る。1930年代の不況克服
の ために提案 された,fiscalpolicyの理 論は経済 安定化部門 に おいて適用 さ
れ る。 けだ し今 日で もなを 自由資 本主義 経済 は 不安定の影 を 拭い きれ ない。
「今後 の時代に インフレ イシ.ン に傾 くか,デ ィフレ イシ.ン に傾 くかは誰 も
予言 しえない。その 多 くは戦争 と平和 の様相 と,そ れに伴 う予算 に 占め る軍備
費の水準 に依存 してい る。 いつれ にせ よ安定 化政策 が不必要 にな るで あろ うと
くあ 　
期待するにはなんの理由もない」。政府がその時 々に積極的に 安定化政策をと
らなくて も,経済内部に装置され7cbuilt-instabilizerslこ依拠して,す べてが
自動的に安定す ると考えるにはなを検討の余地が残 されている。
安定化部門の 目標 を満たす基本的原理はいたって単純であり,こ れは以下の
ように示され る。
(a)非自発的失業が存在するならぼ,完 全雇用産出高水準にたっするまで,
総支出を上方に調整す ること。
(b)インフレイシ.ン が存在するな らば,上 昇す る物価 よりは経常的物価で
測 られた産出高価値にたっす るまで,総 支出を下方に調整すること。
(c)完全雇用と物価水準の安定が存在す るならば,失 業とインフレ ・シ ・ン
を防止す るように,総 貨幣支出水準を維持す ること。
この三つの状況の各々に応 じて,安 定化部門は民聞部門の投費 ・消費支出お
よび純輸出の動向を予測し,併 せて資源配分部門の公共欲望充足のための最適
な経費水準を与え られたものとし,ま た所得分配部門による適 切分配状態を掩
乱 しないように,総 需要水準を予測 し,こ れ と特定な物価水準の もとでの完全
雇用産出高とを対比し,そ のgapを埋 めるよ う租税か移転支出かのいつれか
を,こ の部門のとる手段 としなければな らい。 需要水準の増大が必要な らば,
移転支出を増加させなければならない。実質的経費であっていけないのは,こ
の経費が資源配分のためにのみ用いられるか らである。 もし需要水準の縮少が
必要であれば租税による,超過需要牧奪の手段をとらなければならない。 移転
支出と租税の両者を同時に,そ の時の経済状況に応 じて 操作する ことはありえ
ない。したがって安定化部門の予算は租税か移転支出かの 代替的手段のいつれ
(26)Ibid.,p.22.
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かがゼ ロである場合以外は,黒 字予算か赤字予算かのいつれか となる。 この部
門予算の赤字e,黒字に関連 して,通 貨政策 ・公債政策による債務処理問題が登
場 して くる。政府債務は銀行資産お よび一般民間人の資産保有状態に影響を与
え,流 動性選好函数を媒介として利子率に及び,投 資量を左右するにいたるで
あろう。
以上でみて きたよ うに,マ スグレィヴの予算の綜合決定論は三部門の目標と
手段の厳密な区別を特色とする。 この区別の効果と問題点はのちに示すところ
であるが,財 政学が今 日まで取扱つて きた新旧の問題領域がすべて 包括 されて
いる。それは綜合的決定論にふさわしい内容であるとともに,予 算論の問題 と
して もユニークな独想性を示す もの といえよう。 理論的背景には厚生経済学 ・
ケインズ経済学がおかれ,公 共欲望論にはHallsRitschlの詳細な概念構成が
対比される。さらに注目すべ きは以上の部門予算の目標と手段操作が,数 字例
によるものと,代 数記号による単純模型 とによって引続 き展開されていること
である。上述の説明を補完するために単純模型の展開を跡づけてみよう。
櫃
前節 で述べ たよ うに部門予算 は独 自の 目標達成 のために,他 の二部 門の 目標
が達成 され た もの とし,三 部門は相互依存的 に同時に決定 され る。 まず初 めに
数 字例 による表 を示そ う。 この表 で は社 会が個人Xお よびZか ら構成 されてい
る もの とす る。
(第1例)経 済におけ る総 支出は1,000ドル(以 下貨幣単位 ドルは省 略す
る)に 等 しい もの とす る。 この1,000は民間部門 が800,政 府 部門が200支出
す るもの とし,個 人Xは その うち30%,個人Zは70%を 受取 るもの とす る。 こ
の1,000はまた支配的物価での完全雇用所得で あ るとす る。 これは次頁の表 の
1行目か ら3行 目までに示 され る。
(a)資源配分部 門予算 この部 門の歳 入,す な わ ちXとZが 社会欲望充足
のた めに彼 らの選好表に もとついて,ど れだ け この部門の租税 に支出 して よい
かは,彼 らの使用 可能所得(availableincome)に依存す る。 この所得 はXに
ついて5行 目に示 され るよ うに 当初の300・所 得分配部門に よる租税(一)ま
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たは移転支出(+)・ 経済安定 化部門に よる租 税(一)ま たは移転支出(+)
の合計500であ る。Zは 同 じ く750であ る。いまXは 使用可能所得の うち10%
Zは20%を 公共欲望のた めに支出 して もよい としよ う。 これ は この部 門の租税
として8行 目に示 され,計200が 予算牧 入とな る。 この200は資 源配分部門歳
出 として,財 貨 。用役 の購入 にあて られ(9行 目),こ の支 出は完全雇用所得
を構成 す る政府部 門の所得200(2行 目)に 等 しい。tcだし資本形成 のた めの
支出 は含まれず,こ の部門で借入れ牧 入 もない とす る。 したがって資 源配分部
門の予算 は均衡す る(10行目)。
(b)所得分配部 門予算 所得分配調整 のた めに,完 全雇用所得の公私両部
門 えの配分 と,そ れがXは30%,Zは70%を 受取 る ことは,こ の部 門の ために
与え られた もの とな る。と ころで,い まXえ の30%を10%増加 して,Xに40%
した がってZに60%配 分す ることが,適 切分配状態 として社会的に認 め られ7c
もの としよ う。 この決定 にいた るまでの困難 は無視 しよ う。 分配調整 のために
Xに は100の移転支出,Zに100の 租税 がかけ られ(11・12行目),その結果X
にに400,Zに600の 宇全雇用所得 の再分配 が行わ る(4行 目)。 この部 門の
予算 は絶対値 が100で,符 号 が逆の 租税 と移転 支出が手段 とな るため 均衡 す
る(13行目)。
(c)経済安定化部門 守全雇 用所得 は1,000であった。 これを維持す るた
め この部 門は政府 の実質 的支出 ・民間投資 ・民間消 費を合計 した 総需要水準 が
掌全雇用産 出高 と等 し くな るよ うに しなけれ ばな らない。 また民間投資 は所得
お よび予算政策 とは 独立に150に固定 されてい るとす る(6行 目)。 政府支出
は200であ る。 したがって民間消 費 は,1,000-200-150==650でなけれ ばな
らない。 と ころがXは 分配調整後の使用 可能所得400の うち70%を消費 し,Z
は600の うち40%しか消費 しない としよ う。 安定化部門の調整 がなかった と き
Xは280,Zは240し か消費せず,民 間消費 が完全雇用所得 を維持す るには,
650-(280+240)=130不足す る ことにな る。安定化部 門は実質的に130の消費
支出の増加を もた らし,同 時に分配部 門に よる再分配調整後のXに40%,Zに
60%の配 分比に対 して申立的であ るtcめに,Xに100,Zに150の 移転支出 を
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(27)
行わなければな らない(15行目)。 この結果最 終的 な使用可能所得 は1,250と
な り,250だけ安定化部 門の赤字予算 とな る。
これ らの三部門の予算措置の結果,Xに 賦課 された租税お よび 彼が受取 る移
転支出 を相殺す ると,Xは150を 受取 り同 じくZは100を 支 払い,綜 合した予
算 の純計 は250の支払超過 を示す(17-20行目)。
(第2例)第1例 が過少需要状態におけ る 綜合 的予算の措 置 とすれば,第
2例では超過需要状態,た とえば高 度の国防経 済 ・戦争お よび 好況段階にあ る
国民経済における部 門予算 の調整 を示 してい る。
完全雇用所得1,000,そのXとZに 対 す る当初の配分比30%対70%は第1例
と同じであ る。と ころが公共欲 望の ために第1例 よ り,Xは10%を 増 して20%
を支 出 して もよい とし,Zは20%を 増 して40%を支 出 して もよい としよ う。配
分部 門の牧 入は296,そ れが実質的経費 として支出 されて均衡 してい る。 他方
民 間投資 が50%増加 して225となっtctcめ,分配部門の適切分配状態のた めの
再分配調整 は第1例 と不変 として,民 間支出 は1,000-296-225=479であ る。
と ころが分配調整後の使用可能所得 に対 してXが70%,Zが40%の 消費 を行 う
た め,520の消費 とな り約40の超 過消費需要 があ ることとな る。第1例 と同 じ
よ うに,そ して今度 は符号 を逆 に,こ の40を租税 として実質的消費支出の減少
を来す よ うに徴牧 しなけれ ばな らない。 このた めにXは に31,Zには46の租税
く　 ラ
がかけ られ計77が安定部門の牧入とな り,結果においては77の黒字予算 となる。
(第3例)第2例 とは逆に深刻な不況状態にとられる予算編成 を示す。完
全雇用所得およびXとZへ の配分比は第1・2例 と同じく不変である。ところ
(27)いまXが 受取 る移 転支 出 をa,Zが 受取 る移 転支 出 をbと す る と,aとb
とはつ ぎの連立方程式 の解 であ る。
0。7a十〇.4b=130
}b6。
1丁 τ
a=100,b--150と な る。
Musgraveのこの個所(P.311.12)は「適切 分配 状態 を蝿 乱 しないよ うにす る
た めには,Xに30%,Zに70%移 転支 出 を行 わな けれ ばな らない 」 とのべ てい る
が,30%と70%は分 配調 整以 前の所 得配 分比 で あ フて,こ の数値で は100と150に
はな らない 。 「Xに40%,Zに60%」 の誤 りで あ ろ う。 この点 は6月20日づ けの
マ スグ レ ィヴ教授 よ りの私信 で確 認 され た。
(28)注27と同様 の方 法に よ る。
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が分配部 門は3対7の 配分比 を適切 と認 め,な ん らの調整 も行わない こととし
た。他方民 間投 資は50%だけ第1例 よ り減少 して75に下 った とす る。XとZが
最終的使用可能所得か ら公共欲望充足の た めに 支払 って よい と考 える 部分は第
1例 と同 じ く10%と20%とし同 じ く消 費性向 も70%と40%と す る。消費支 出は
1,000--239-75=686なければな らない。 と ころが分配調整 は行われず,そ の
ためXは300xO.7=210,Zは700×O.4=2so,計490しか支出せず過少消費需
要 は196であ る。安定化部門は分配状態 を不変 としなが ら,XとZが 実質的な
消費を行 う部分 が196とな るよ うに,Xに 対 して120,Zに 対 して281の移転
く　の
支出を行 はなければな らない。そのた め,401の赤字予算 とな る。
以上三例に示 された部門予算の相関を,さ らに一般的な形で示 したのがつぎ
の方程式体系である。前例 と同じく納税者はXとZの 二人とし,superscript
x,zを もってXとZに 関係ある諸量を示す。またsubscriptaを資源配分部
門による取引量,dを 所得分配部門による,ま たsを 経済安定化部門による取
引量を示す ものとする。またsubscriptnは純計予算の取引を示す。以下にお
いて用いる代数記号はつぎのような ものを示す。
〔媒介変数〕
Y=完 全雇用所得
1,民 間投資支出
U。=資源配分部門により供給 された財貨の生産費
Up=私的欲望充足のために供給 された財貨の生産費
m=民 間購買者に対す る販売牧入の うちXに 向 う比率
v=政 府に対す る販売牧入の うちXに 向う比率
j=適切所得分配の もとでXに 向 う所得比率
〔変 数〕
E=生 産要素牧入
b70
(29)前 注 と同 で 手 法 で,0・7a+0・4b・=196,マ「 一可 と か らa==120,b=280とな
る。 た だ し表 の 例 で はZの 消 費 支 出 に 端 数 が で る た め197と し そ の結 果b=281と
なつ た もの で あ ろ う。
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C=民 間消費
G=資 源配分部門の財貨 ・用役支出
T=租 税の支払(+)ま たは移転支出の受取(一)
B=予 算残高,黒 字(十)ま たは赤字(一)
Pp=私的財貨の価格
P蓋=資源配分部門により供給 される財貨に対 して,Xが 支払って もよい
と考える価格
孟=資 源配分部門により供給 される財貨に対 して,Zが 支払って もよい
と考える価格
「資源配分部門予算」はつぎの諸条件を満たさな くてはな らない。
G=T盃 十T二 ・(1)
T;=Tこ((EX-Tま一Tξ)・P孟/P,)(2)
TニーTl((EZ-T盃一Tl)・P=/P,)(3)
P=/P,・P歪/P,(U。・U,・T=/Tl)(4)
或/P,・pl/P,(U。・U,・Tl/T=)(5)
Tま・T盃・EX・EZは 所 得 分 配 部 門 に よ り,ま たTξ ・Tlは 経 済 安 定 化部 門 で 決
定 され るた め,配 分部 門にとっては与 え られた数値 を示す。 この部 門で きま る
の は(1)か ら(5)ま での方程式 の左辺の5個 であ る。(1)は この部 門予算 の
均衡 を示 し,(2)と(3)はXとZの 支払 う租税 が最 終的使用可能所得 と,公 共
財 と私的財の相対価 格の函数で ある ことを示す。 この場合p孟/p,およびpl/pP
で示 される公 ・私二財の相対価格は,XとZが 公共財に対 して 支払って もよい
と考える価格と,私 的財価格 との相対比であって,こ こにマスグレィヴの租税
論のとる立場が現 れている。彼は公共欲望の充足のために支払 う租税を,政 府
サービスに対する応益説的な根拠,ただ し観念的な応益ではな くてE.Lindahl
くヨ　ン
が考えた均衡理論的応益説で説明しよ うとす る。 この点はこの相対価格 が(4)
(30)Musgrave,op.o鉱,PP.74-78,&"TheVo】untaryExchangeTheoryof
PublicFinance,"(～μ〃!er1210urnalofE`oπo彿ゴ'5,voL上III(1939)no.2,pp.
213-237.
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・(5)で 示 され るよ うに,公 私両財 の生 産費 お よびXとZが 支払 う租税額 の
相対比 の函数で あ ることで,近 代 的応益説の輪廓が顧 られ る。 ただ し詳細 は別
の機会にゆつ る。
「所得 分配 部門 予算 」はつ ぎの諸条件 を満た さな くてはな らい。
EX==m(C十1)十vG(6)
EZ=Y-EX(7)
EX-Tま=j(EX+EZ)(8)
Tま=-Tk(9)
Gは 資源配分部 門によ り,Cは 経済安定化部 門に よって決定 され るfcめ,こ の
ヱ
部門に とって は与 え られ7cもの とな る。(6)か ら(9)ま での 方程式 はE・
EZ・Tまお よびT盃 を決定す る・ この部 門の重要点 は適切分配状態の もとで は,
Xに いかほどの所得比率を示すかとい うパラメーター1で ある。jの決定は社
会的厚生函数 における変数の加重と,政 治的決定によることは前節で述べた。
この部門予算 も租税=移 転支出で均衡する。そして このXに かかる租税が累進
・逆進いつれの租税構造をとるかは,配分部門の応益的租税納付と異って,分
配状態 調整の政治的 決定にかかわる。 支払能 力説 の妥当する余地が ここにあ
(31)
る。
「経済安定化部 門予算」 はつぎの諸条件 を満た さねばな らぬ。
Y=G十C十1(10)
C=cx十cz(11)
cx=cx〔(EX-Tま一Tl)・P歪/P。)(12)
(31)Ibid.,chap.5.マスグレィヴは,犠 牲説に共通する個人間効用の比較に新厚生
経済学的疑問を投じながらも,社会における個人所得の諸類型には,そ の類型のな
かでの個人にかな りの類似性が考えられるとみている。 これは主観的効用から離れ
て社会的所得効用の概念への転換を意味する。ここにおいて租税原則が,租 税体系
に具体化する道が開かれ,社 会的所得効用の決定は,社会価値そのものの決定 とな
る。だが普遍主義的社会価値観 と異 ってあくまで,個 人選択に基礎をおいた社会価
値であ り,そこに民主主義モデルの政治機構の分析が残されている。cf.ibid.,PP.
108-109.
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cz=cz((EZ・一一T3-Tl),P/P,)
エ ヱエ
T9=j(T8十T8)
(13)
(14)
ス ヱコ ユ
G・pOIPP・P。/PPは配 分 部 門 に よ り,TE・Tdは 分 配 部 門 に よ り 決 定 され る た
コ　 コ ス
め,こ の 部 門 に と り与 え られ7cも の と な る。 この 部 門 で はC・C・C・T,お
ユ
よびT,が 決定 される。(10)と(11)は完全雇用所得 と民間消費の定義式で
あるが,XとZの 消費支出の 行動式は(12)(13)が示すように,使 用可能所
得 と公私両財の相対価格の函数であることを示す。 配分部門の租税が同じ相対
価格に依存していたのと同じく,民 間消費支出 も公共財に対す る評価によって
左右 され ることを示す。まt(14)式の示すよ うに安定化部門のXに 対する租
税は,適 切分配状態に依存し,逆 にみれば分配状態 とは中立的に 決定 されるこ
とを示す。
以上14個の方程式によって,14の未知数が決定 される。純計予算への統合は
単純な加算過程で このなかには特定の係数は含 まれていない。ス　
Tn十Tn-G=B(15)
ス 　 エ 　ニ
Tn=Ta十Td十T,(16)
エ の ヨロ
Tn=Ta十Td十T,(17)
(15)式は綜合予算のバランスが,純 租税牧入 と配分部門 の差に等しい ことを
示し,(16)(17)式はXとZに かかる租税が三部門の租税 と移転支出の合計 と
して,正 な らば租税,負 ならば移転支出受取額を示す。
以上においてマスグレィヴの予算の綜合的決定論の大要 を示した。 第1節 で
のべた同時的決定論と,部 分均衡としての部門予算が 相互依存的に決定 される
とい う性格は明 らかになったと思 う。 しか らば このような部門予算の区分とそ
の相互依存的決定関係にはどのような利点と批判があるであろ うか。
?
マスグレ ィヴの予算綜合決定論 は,一 見極めて現実の予算決定過程にとって
は縁遠い ものとみえ るか もしれない。 予算編成の実際は実のところ新規要求 を
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いかにして削除 してゆくか とい う財務当局の手腕と,各 省および圧力団体の戦
略の見せ場であろう。しか しこの財政政治の社会学的考察は,マ スグレィヴが
対象 とした ものではなかった。 むしろかかる財務当局 と各省 ・圧力団体のか ら
みあいを,理 論の場で整序 し予算決定の経済学を 明 らかにしよ うとしたところ
に現実接近への第一歩と,彼 の合理的態度が うかがわれる。 したがって部門予
算 の分割と部分均衡的手法がいかに非現実的かとい う批判に対 しては,マ スグ
レ ィヴは予め問題の場を 「予算決定の一般構造」 の展開であること,そ の基本
原理 を解明することにあったとして解答を用意している。
さらに積極的に予算分割論が,い かなる現実の混乱に対 して有効かとい うこ
とものべてい る。まず資源配分部門と経済安定化部門を 区別 した ことについて
は,前 者が完全雇用の維持 と物価水準の安定を後者にゆだねてい る限 り,不 況
期においてはその租税および実質的経費水準を維持 し,か りにもこの部門の支
出水準の増大に賛成することはで きない。 たとえばケインズが巧みに説明した
ように,不 況克服のために一たん埋めた銀行券を掘 り返すための 政府支出は,
むしろ移転支出の拡大による民 間需要の喚起 を通じて こそ有効な 資源配置を維
持で きるのである。 たしかにケ インズの説明は失業の存在 よりはましであろ う
が,そ れは一方において資源配分の有効状態に抵触することになる。 またイン
フレを回避するためには,安 定化部門による租税の拡大が手段となるべ きであ
って,た とえば軍備の縮少 ・官吏とか教員の整理による実質的経費の 削減はと
るべ き措置ではない。 配分部門の公共欲望充足行為に高い選好度を示 さぬ人が
安定化部門の不況対策に賛意を表明して も,少 しも矛盾ではない。
同じく経済安定化部門と所得分配部門の区別について も,上 と類似 した考え
方が妥当する.,安定化部門の措置はすでにみて きたよ うに 所得分配状態に対 し
て申立的であった。 これはさきに掲げた表の第1例 についてみると,分 配調整
後の使用可能所得(4行 目)に 対する安定化部門の移転支出(15行目)の 比 は
X・Zと もに25%であり,第2例 では租税がX。Zと もにほぼ7.7%,第3例で
は同 じく40%の比例税または比例的移転支出をな している。 したがって分配調
整のための累進課税 は,不 況克服の手段 とすることはで きず,比 例税 と累進課
税のとるべ き場が明確に されるとい う利点を もつ。 しかし現実には,1930年代
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の不況対策として社会欲望の拡大 を強張した人があるのと同 じく,消 費税に対
す る反対が補整的財政政策を唱道 した人達によって称えられた とい う,部 門予
算の有効性を害 う矛盾 した主張がみ られたのである。
最後に資源配分部門と所得分配部門について も同じよ うに云える。 所得再分
配の程度は社会欲望の充足 に必要な資源配分の決定とは無関係に 決定 される。
配分部門の賦課する租税は社会欲望の所得弾力性に関連を もつ ものであって,
再分配のための租税賦課 とは区別 さるべ きである。 しかし現実には二つの もの
が入 りまじっている。分配調整の実行は,サ ービスの水準に依存するであろう
し,ま た政府サ ービスの水準は分配上の考慮によって決定 される。 いつれが先
行するかは,財 政発達の程度に関係がある。 国民所得に比 して予算規模がまだ
小なる場合には,分 配の平等化は政府の財貨 ・用役支出の函数 となるであろ
う。 この状態では新 しい政府サービスの拡大に対 して資金 を与える源泉は,富
者えの累進課税にある。貧者が うける政府サービスは彼 ら自身の負担となるこ
とは少 く,し たがって投票の結果は恐 らく多数をしめる貧者に有利な結果を も
たらすであろ う。財政規模が増大 してその財源が次第に低所得者 に求め られ る
につれ,彼 らの限界税率は高 く,し たがって政府の附加的サービスの限界費用
は低所得者に重圧 となって くる。 減税要求を行 う投票者のウエイ トは次第に移
り,資 源配分部門予算の縮少を望む要求 が勝をしめるであろ う。
およそ以上の諸点が,予 算分割による部門決定の利点であるとされ る。 マス
グレィヴの論旨は問題の取扱われ る場を明確な らしめ,そ れによって最 も効果
的な対策を示唆することにあったと云えるであろう。 われわれが上述の展開か
ら感得 されるのは,そ ρあま りに戴然とし忙分割のために生ずる二 ・三の疑点
である。第一に資源配分 ・所得分配 ・経済安定化の三つ の予算政策目標が,財
政政策の新しい展開と伝統的聞題領域であったことは これを認めよう。 だが公
共欲望の充足を資源配分部門のみに関係づけ,所 得分配 ・経済安定化の二部門
に関係づけなかった ことは,公 共欲望の解釈がいささか狭義にすぎはしないで
あろ うか。公共欲望が個人欲望に分解で きる社会欲望と,政 治担当者の価値判
断に よって参与的に充足の対象とな る価値欲望に分け られ ることは,こ れを認
めるのに問題はない。 しかし所得分配 ・経済安定化の要求はいかなる社会的要
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求によって支え られているのだろうか。投票過程によって この二つが政策 目標
となるとして も,こ れを支えているの も一種の公共欲望ではなかろ うか。それ
はむしろリ。チ ュルが個人欲望に分解で きない本来の共同欲望 とい うにふ さわ
しいものであろう。個人欲望に分解で きる社会欲望の充足に,厚 生経済学によ
る効率規準が適用で き,市 場価格機構による有効な資源配分を財政の介入によ
って実現 しようと試みた ことは論理の一貫を示す ものがある。 しか らば所得分
配の適切状態,完 全雇用の維持と物価水準の安定にはいかなる効率規準が適用
で きるであろうか。 資源配分の効率規準が客観的な論理を含むのと同格の もの
をこの二分野に適用するとすれば,い かなる内容をもっであろうか。本来の共
同欲望の もつ政治性をで きるだけ経済学的に分解 して社会的評価 を投票過程に
よって説 こうとする意図は,多 くの教示を与えて くれる。 しか しなを分配 。安
定化二部門について不徹底に終っている感がある。 第二に政府支出には財貨 ・
用役の購入に向 う実質的経費と負の租税である移転支出のみしか 含まれていな
い ことに関係がある。実質的経費は資源配分部門による消費的経費 としての性
質 を もつと考え られる。しか し政府支出には資本形成 となる投資的経費 も含 ま
れているであろう。 マスグレィヴは前掲の方程式体系のなかで(1)・(6)およ
び(10)式に含まれ るG項 の同質性についてふれている。(6)および(10)式
のGは 国民所得会計に含まれ る政府の財貨 。用役支出である。(1)式のGは
社会欲望の充足のための財貨 ・用役の供給にあたって資源の吸牧を示すGで あ
る。ところが(1)式のGに は経常産出高の購入のほかに 資産の購入 も含まれ
これは(6)・(10)式には現れない。また国民所得会計では(6)・(10)式のG
は政府サービスの コス トとして算入 されるのに,資 産購入にあてた場合には,
この分だけ(1)式のGは 大 きくな ることがある。 政府の投資的経費に対 して
は この ような複雑化が加え られ る。 しかし問題は経済安定部門には移転支出の
みで投資的経費が含まれていない ことである。 この ことは予算バランスが安定
化部門だけに生ず ることにも関係がある。 不況の際移転支出によって生 じた赤
字は,政府の公債政策によって賄われたとして も全 く不生産的な公債で,その償
還は好況による租税牧入をまたないでは不可能 となろ う。 しかし公共資本形成
には景気変動に対処 した長期計画に もとつ くものがあることは,fiscaltheory
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の示す ところである。 この要素を安定化部門のいつれに含ませ るか 問題は残 さ
れているよ うに思える。マスグレ 。ヴのモデルは現実の 整理にはきわめて有効
であった。しかしその実現可能性にはなお検討の余地がある。 私は この問題の
くヨ　　
解決 のために,J.R.Hicksが示唆 した経過分析に よる異時均衡 モデル に,各
部門予算 を組立 て る ことが,一 層現実 の予算編成に有効な規 準を提供 して くれ
るように思 える。
(35●6・5)
(32)注14参照 。
